

1 市町村振興補助金（基礎自治機能充実強化推進分）の拡充　【当初予算額：１億５千万円】
【事業概要】
令和6年4月に施行された「大阪府基礎自治機能の充実及び強化に関する条例」を受け、基礎自治機能の充実・強化に向けた市町村の自主的な取組に対し、府としてこれまで以上に市町村のニーズに応じたきめ細やかな支援を行う必要がある。
そのため、人口減少・高齢化などにより様々な課題が顕在化する中、市町村が将来にわたり持続的・安定的に住民サービスを提供する機能や体制を維持できるよう、より踏み込んだ将来のあり方や人材確保・公共施設再編等の課題の解決に向けて取り組む市町村に対して、検討・議論の段階から支援。
【支援対象】

基礎自治機能の充実及び強化に資する取組のうち、府が特に推進するもの
取組例

・合併を選択肢に入れるなど踏み込んだ将来のあり方に関する検討・議論、丁寧な情報
発信、議会や住民との課題共有、周辺市町村と連携した検討
・人材確保に係る取組（採用活動に係る行動計画の策定等）
・「公共施設再編計画」に基づく具体的な再編事案の検討                       等
2 市町村施設整備資金貸付金（特別枠）の創設　【当初予算額：5億円】
【事業概要】
「基礎自治機能充実強化基本方針（案）」において課題に掲げる公共施設の最適配置を計画的に進めるため、公共施設等の建替えや除却に取り組む市町村の財政負担の平準化及び軽減を目的とした特別枠を創設。
【支援対象】
公共施設再編計画※を策定している市町村等
※大阪府では、市町村が将来的な公共施設の最適配置や総量縮減に計画的に取り組めるよう、数値目標や
具体的な再編方針を記載した「公共施設再編計画」の策定を令和５年度から市町村に要請している
（府独自の計画のため、策定は任意）
【対象事業】
公共施設等の再編（面積減を伴う建替え・除却）を優先的に採択
【貸付利率】

財政融資資金貸付金利の1/2
（参考）既存分（20億円）での貸付は財政融資資金貸付金利と同率
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